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利 益 準 備 金破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金 △ 24,878,287 そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

新 株 予 約 権

純 資 産 の 部 合 計

0

繰 延 税 金 資 産 利 益 剰 余 金

728,112

92,423,414

資 産 の 部 合 計 負債 ・純資産の部合計

評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額

繰 延 資 産

無 形 固 定 資 産

資 本 剰 余 金

差 入 保 証 金

4,622,701

155,524,712

工 具
金 型
備 品
建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

仮 払 金
446,986

未 払 消 費 税

598,544 預 り 金

賞 与 引 当 金

現 金

売 掛 金

支 払 手 形
銀 行 預 金

未 収 入 金

立 替 金

未 払 金

前 払 費 用 未 払 法 人 税 等
前 渡 金

18,800,700

買 掛 金

未 払 費 用

流 動 資 産 流 動 負 債

棚 卸 資 産

未 払 事 業 所 税
未 収 還 付 法 人 税 等

科　　　　　目 科　　　　　目金　　　　　額 金　　　　　額
（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

2025年11月20日現在

156,502,723

機 械 及 び 装 置

51,580,100

建 物 付 属 設 備

固 定 資 産

車 両 運 搬 具

建 物
退 職 給 付 引 当 金

構 築 物

固 定 負 債
有 形 固 定 資 産

1,221,500,178
1,061,352,765

投 資 有 価 証 券

敷 金

減 価 償 却 累 計 額

電 話 加 入 権

116,000

土 地

長 期 前 払 費 用

出 資 金

（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本

投 資 そ の 他 の 資 産

44,594,400

別 途 積 立 金

(う ち 当 期 純 利 益 )

22,444,948

 貸　借　対　照　表 

(単位：円)

708,980,859

5,542,045,699

156,502,723

254,280

材料有償支給交付差益

5,698,548,422負 債 の 部 合 計

資 本 金

6,869,226,544
553,032

2,597,602,489
1,241,017,995

4,861,711

10,842

984,728,699

2,020,605,546

2,566,409,690

8,090,726,722

89,017,254
10,023,400

120,000

872,234
3,750,467

430,949,530
24,592,810

69,835,615

△  3,390,111,141
477,629,700

50,000

42,371,073

1,957,700

488,036,725

4,888,259,397

27,475,763

43,170,110

34,349,000

19,501,100

0

2,378,207,476
80,000,000

△  203,460,376
242,502,000

2,248,207,476

520,000,000

2,392,178,300
8,090,726,722

13,970,824
13,970,824

1,708,207,476

20,000,000

50,000,000

122,127,909

2,228,207,476
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Ⅰ． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１ ． 有価証券の評価基準及び評価方法

（１） その他の有価証券
１） 時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

２ ． たな卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による低価法を採用しております。

３ ． 固定資産の減価償却方法

（１） 有形固定資産
200%定率法,250%定率法又は旧定率法を採用しております。
ただし、平成19年4月1日以降に取得した建物（付属設備を除く）及び平成28年4月1日以降に取得した
付属設備及び構築物については定額法を採用しております。

（２） 無形固定資産
定額法を採用しております。

４ ． 引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金

のほか、個別に債権の回収可能性を検討し、必要額を計上しております。

（２） 賞与引当金

（３） 退職給付引当金

基づき計上しております。

５ ． 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

６ ． 税効果会計の適用

繰延税金負債の計算にあたり適用した法定実効税率は34.60％であります。

Ⅱ． 貸借対照表等に関する注記

１ ． 有形固定資産の減価償却累計額 円

Ⅲ． 株主資本等変動計算書に関する注記

１ ． 当該事業年度の末日における発行済株式の数 株

２ ． 自己株式総数 株

３ ． 当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

（１） 2025年1月10日の定時株主総会において、次の通り決議されました。

１） 配当金の総額 円
２） 配当金の原資 利益剰余金
３） １株当たり配当額 円
４） 基準日
５） 効力発生日

Ⅳ． 一株当たり情報に関する注記

１ ． 一株当たり純資産額は、14,951.11円であります。

２ ． 一株当たり当期純利益は、763.30円であります。

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。

0

55,000,000

343.75
2024年11月20日
2025年01月11日

個 別 注 記 表
2024年11月21日から
2025年11月20日まで

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により計算した回収不能見込額

従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

以　上

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

法人税、住民税及び事業税について税効果会計を適用しております。なお、繰延税金資産又は

3,390,111,141

160,000


